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子ども・子育て支援新制度とは，平成２４年８月に成立し
た『子ども・子育て関連３法』に基づく制度 
子ども・子育て支援法 

認定こども園法の一部改正法 

子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法の施行に
伴う関係法律の整備等に関する法律 

 

目的 
質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的提供 

子育ての相談や一時預かりなど地域の子育ての充実 

保育の受け入れ人数増による待機児童の解消 

子どもが減少傾向にある地域の保育支援 
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主な取組 
質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的提供 
設置手続きの簡素化や財政支援充実・強化により，幼児期の学校教
育・保育，地域での子育て支援を総合的に提供する『認定こども
園』の普及 

 

子育ての相談や一時預かりなど地域の子育ての充実 
親子が交流できる拠点の設置や放課後児童クラブの対象拡大など，
地域のニーズに応じた多様な子育て支援の充実 
 

保育の受け入れ人数増による待機児童の解消 
地域のニーズを踏まえた認定こども園や保育所などの計画的整備 
少人数の子どもを預かる家庭的保育や小規模保育など，多様な保育
の充実による受け入れ人数の増 
 

子どもが減少傾向にある地域の保育支援 
少人数の保育施設などへの安定的な運営支援による地域での保育機
能の確保 

小規模保育等施設への放課後児童クラブ，地域子育て支援拠点施設
等の併設による地域の多様なニーズへの対応 
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主な制度の創設・改善 

認定こども園制度の改善 
新たな幼保連携型認定こども園の創設 

許可・指導権限を一本化し，許可権限を大都市に移譲 

          現行制度             新制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼稚園 保育所 幼保連携型認定こども園 

・幼稚園は学校教育法に基づく認可 

・保育所は児童福祉法に基づく認可 

・それぞれの法体系に基づく指導監督 

・それぞれの財政措置 

・改正認定こども園法に基づく認可 

・指導監督の一本化 

・財政措置の一本化（施設型給付） 

 

幼保連携型 

幼稚園型 

保育所型 
地方裁量型 

・施設体系は現行どおり 

・財政措置 

 幼稚園，保育所それぞれの財政措置から「施設型給付」に一本化 
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新たな給付の創設 
施設型給付（認定こども園，幼稚園，保育所）の創設 

地域型保育給付（小規模保育，家庭的保育，居宅訪問型保育，事
業所内保育）の創設 

 

 
≪子ども・子育て支援給付≫ 

  

≪施設型給付≫ 

  
認定こども園０～５歳 

幼保連携型 

幼稚園型 
地方 

裁量型 
保育所型 

幼稚園３～５歳 保育所０～５歳 

≪地域型保育給付≫ 

  
小規模保育（６人以上１９人以下） 

家庭的保育（５人以下） 

居宅訪問型保育 

事業所内保育 

（従業員のほか地域にも提供） 

≪児童手当≫ 
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地域の実情に応じた子ども・子育て支援の充実 

      ※対象事業範囲は法定 

利用者支援 

地域子育て支援拠点事業 

一時預かり 

乳児家庭全戸訪問事業 

養育支援訪問事業その他要支援児童，要保護児童等の支援に資する
事業 

ファミリー・サポート・センター事業 

子育て短期支援事業 

延長保育事業 

病児・病後児保育事業 

放課後児童クラブ 

妊婦健診 

実費徴収に係る補足給付を行う事業 

多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 
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県子ども・子育て支援事業支援計画とは，５年間の
計画期間における幼児期の学校教育・保育・地域の
子育て支援についての需給計画 

 

県は，広域性と専門性を有する立場から，実施主
体たる市町村を支援 

県計画は，市町村が作成する「子ども・子育て支
援事業計画」を踏まえて作成 
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子ども・子育て支援事業支援計画の主な記載事項 
 

区域の設定 

区域毎，年度毎の幼児期の学校教育・保育の量の見込み，
実施しようとする提供体制の確保の内容及びその実施時
期 

幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び当該学校教
育・保育の推進に関する体制の確保の内容 

特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者並びに地域
子ども・子育て支援事業に従事する者の確保及び資質の
向上のために講ずる措置 

子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関
する施策の実施に関する事項，その円滑な実施を図るた
めに必要な市町村との連携 
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区域の設定 
「量の見込み」・「確保方策」を設定する単位として，市町村が定める
教育・保育提供区域を勘案して，隣接市町村等における広域利用の実態
を踏まえた区域を設定 

※地域の実情に応じて，認定区分毎の設定も可 

≪例≫ 

 

 

 

 

 

 

区 域 市町村 

１号（３～５歳：教育のみ） 全区域 全市町村 

２号（３～５歳：保育の必要
性あり） 

○○区域 ○市○町○村 
○○市，○○市，○○○市，○○町，
○○町，○○村・・・ 

△△区域 △市△町 
△△市，△△△市，△△町，△△△町，
△△町，△△町・・・ 

□□区域 □市□町 
□□市，□□□市，□□町，□□□町，
□□町，□□町・・・ 

３号（０～２歳：保育の必要
性あり） 

○○区域 ○市○町○村 
○○市，○○市，○○○市，○○町，
○○町，○○村・・・ 

△△区域 △市△町 
△△市，△△△市，△△町，△△△町，
△△町，△△町・・・ 

□□区域 □市□町 
□□市，□□□市，□□町，□□□町，
□□町，□□町・・・ 
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区域毎，年度毎の幼児期の学校教育・保育の量の
見込み，実施しようとする提供体制の確保の内容
及びその実施時期 

 
基本的に市町村計画の積み上げ 

各市町村で需給の均衡を図り，場合によっては市町村間で調
整 

市町村で調整がつかない場合は県で広域調整 

県は，設定した区域毎に「幼児期の学校教育・保育の量の見
込み（必要利用定員総数）」を定める。 

区域毎に定めた「量の見込み」に対応する「教育・保育施設
及び地域型保育事業による確保の内容及び実施時期（確保方
策）」を定める。 

「待機児童解消加速化プラン」（平成２５年４月１９日内閣
総理大臣公表）において目標年次としている平成２９年度末
までに需給ギャップを解消する。 

 

 9 



平成２７年度 平成３１年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

① 必要利用定員総数（量の見込み） 

② 
提供体制 

(確保内容) 

教育・保育施設 
(認定こども園・幼稚園・保育所) 

地域型保育事業 
(小規模保育事業・家庭的保育事業・居宅訪問型保
育事業・事業所内保育事業) 

②－① 

≪例≫ 

○○区域 ５年間 

10 



幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び当該学
校教育・保育の推進に関する体制の確保の内容 
 

幼保連携型認定こども園の設置数，設置時期 

幼保連携型認定こども園の普及に係る考え方 

質の高い幼児期の学校教育・保育，地域の子育て支援の
役割及び推進方策 

幼児教育・保育と小学校教育（義務教育）との円滑な接
続（保幼小連携）の取組の推進 

保幼小連携，０～２歳に係る取組と，３～５歳に係る取
組の連携 
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 特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者並
びに地域子ども・子育て支援事業に従事する者
の確保及び資質の向上のために講ずる措置 

 

幼児期の学校教育・保育及び地域子ども・子育て支援事
業に従事する者の確保・質の向上のために講ずる研修等
の具体的方策 

国が講じる保育教諭の促進に係る方策（幼稚園教諭免
許・保育士資格の片方のみを有する者の併有促進），潜
在保育士の活用方策等 
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子ども・子育て会議とは，県子ども・子育て支援事
業支援計画を策定又は変更する際の意見聴取機関と
して，子ども・子育て支援法第７７条第４項の規定
に基づき設置するもの。 

 

具体的な審議事項 
区域の設定 

市町村が調査する教育・保育・子育て支援のニーズの把
握，提供体制（整備計画） 

広域利用の希望により，需要と供給が均衡しない市町村
の広域調整（市町村間での協議，調整が整わない場合） 

                       など 
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